
休眠預金活用事業　事業計画書 【2023年度通常枠】

基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

○ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援
② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援

○ ③ 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援
⑨ その他

○ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動
○ ④ 働くことが困難な人への支援

⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
○ ⑥女性の経済的自立への支援

⑨ その他
○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動

○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援
○ ⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

⑨ その他

SDGsとの関連

申請団体 資金分配団体
事業名（主） 女性キャリア形成によるキラキラ職域・地域づくり事業
事業名（副）
団体名 株式会社全農ビジネスサポート コンソーシアムの有無 なし

事業の種類1 ②ソーシャルビジネス形成支援事業
事業の種類2
事業の種類3
事業の種類4

領域／分野

その他の解決すべき社会の課題

ゴール ターゲット 関連性の説明
_8.働きがいも経済成長も 8.3   生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベー

ションを支援する開発重視型の政策を促進するとともに、金融
サービスへのアクセス改善などを通じて中小零細企業の設立や
成長を奨励する。

県からの雇用促進事業の受託や中小の案件形成からPR活動につなげてきており、雇用創出、イノベー
ション支援を通じて地域産業育成に取り組んでいる。

_9.産業と技術革新の基盤を
つくろう

9.2   包摂的かつ持続可能な産業化を促進し、2030年までに各
国の状況に応じて雇用及びGDPに占める産業セクターの割合を
大幅に増加させる。後発開発途上国については同割合を倍増さ
せる。

人口減少、高齢化により地域産業としての農業・食品産業就業人口が減少していることに対しPR活動を
通じ持続可能な産業となるよう活動している。

_17.パートナーシップで目標
を達成しよう

17.17 マルチステークホルダー・パートナーシップ   さまざま
なパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公
的、官民、市民社会のパートナーシップを奨励・推進する。

地域づくりにおいて関係者のパートナーシップに基づく合意形成等に寄与する活動を行ってきた。

資金分配団体

必須入力セル

任意入力セル

申請時入力不要



Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 100/200字

(2)団体の概要・活動・業務 174/200字

Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要

691/800字

地域における一次～三次産業の所得向上と地域活性化を図るため、生産・流通事業者と消費者を結ぶ懸け橋となる事業サポートをおこなっている。
当社のノウハウや専門性を活かした価値あるサービスを提供していく。

JA全農が100％を出資する子会社。東京の本店、地方6支店において地域産品の６次産業化、広告宣伝をはじめ業務受託ならびに情報システム開発・運用管理等の事業を展開している。近年は地域産
業に就労を検討している人材と地域企業（生産者等）を繋ぐ活動も行っており、地域を担う生産・流通企業・団体および行政等の農林水産業の推進PRに関する事業等を受託している。

資金提供契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です

実施時期 (開始) 2024/2/1 2027/3/31 対象地域
福岡県を中心とした北部九
州地域（佐賀県、大分県、

熊本県）

実行団体における、不動産（土地・建物）購入の想定有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新築含
む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は認められま
す。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし

直接的対象グループ

北部九州地域に住むキャリア支援が必要な女性及び地域や多様性を踏まえた職
場環境をつくろうとする企業。 (人数)

97万3千人（福岡県、佐賀県、熊本県、大分県の女性非正規雇用者
数）及び地域、地域内企業300社

最終受益者 北部九州地域に住む若者や子育て女性、パートタイマーなどの非正規雇用女性
を中心とした就労支援が必要な方。子育て女性の支援を通じてその子ども達。 (人数)

セミナーおよび事業参加者　約2,000人

北部九州地域においては労働人口は増加しているものの、非正規社員の増加によるもので、労働者一人当たりの収入は増加していない。非正規社員の3分の2は女性（福
岡県　574,800人、佐賀県　117,700人、熊本県　170,200人、大分県　110,400人の約97万人　※令和４年就業構造基本調査　地域結果）となっており、物価高騰や長
期化したコロナの影響で女性の貧困が顕在化している。一方、地域産業の人材不足は深刻であるが、コロナ禍を経て都会ではオンラインワークへの切り替えが進み「働
き方」や「暮らし方」が大きく変わってきているが、北部九州地域ではその変化に対応しきれていない。
これらに対応するため、地域企業への多様な働き方への理解、特に女性の働き方への理解促進が重要である。またそれを実現するためには男性中心型労働慣行となって
いるの既存事業の変化へと繋げるため、新しい「収益部門」「職域」を創造し、その効果を企業・地域で波及させる必要がある。
ついては、パートターマー等で不安定な働き方をしている女性に対してスキルアップ、ライフデザインサポートによる目標に向かうための支援を行う。地域企業に対し
ては女性が働き続けられる環境整備支援とそれを担保するための生産物の高付加価値化実現のための支援を行い、地域の若年女性に対しても魅力的な職場環境となるよ
うに支援する。
子育てや介護支援等へと繋がる職場環境整備、企業内の多様な働き方導入サポート支援と地域企業への高付加価値化支援等の活動を両輪として、地域女性の活躍の場の
創出、地域社会の活力の向上を進め多様な人材が活躍できる地域社会を目指す。



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 964/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 148/200字

当社は福岡県において非正規社員や就労希望者を対象にした「正社員チャレンジプログラム」を受託し取り組んでいる。その中で、北部九州地域（福岡県を中心とした佐賀県、大分県、熊本県。以
下「同地域」）における女性の就業機会・環境整備が不足していることが分かった。同地域では非正規職員の３分の２を女性が占めており、一人当たりの所得は横這いで実質手取りは減少してい
る。若い女性は地方から都市部に流出し、シングルマザーや介護を担っている女性は望むような就労機会が見つからない。都会に一度出た女性が結婚後ワンオペ育児となり、ひとり親となって地元
に戻るケースも少なくない。女性の就業率（いわゆる「M字カーブ」）は全体として上昇しているものの、男性中心型労働慣行の企業風土が根強く女性管理職の割合も1割を切っている。行政による
働き方改革にに伴う意識醸成に関する施策は行われているものの、地域産業の構造上、１次２次産業が多く女性が希望する形で活躍できる職域が少ないという課題がある。
一方、同地域において１次２次産業（農林水産業及び食料産業。いわゆる「フードビジネス」）は重要な産業であるが、高齢化が進み、農村地域の維持が危ぶまれている。また、国内需要は人口の
減少と高齢化を受けて、食用米の価格は20年前と比べ30%程度減少し、牛肉などの畜産物も需給により価格が決定し価格転嫁が十分には進まない状況にある。当社は需要を喚起するための６次産業
化、商品化、広報・広告・販促、輸出事業、観光事業等（以下「６次産業化等」）のサポートを行ってきたが、今後の地域の動向や国内需要をを考慮すると高付加価値化や販路の確保・開拓を進め
るため６次産業化等を進め、就労に課題を抱える人の活躍の場を創出する更なる取り組みが必要である。
そこで、北部九州地域において、地域の主要産業としての１次２次産業において女性ならではのスキルや感性を生かすことで、商品に付加価値を生み出し、女性が企業に必要とされ、女性が働きや
すい職場環境を整備することにより、女性のやりがいや経済的自立（正規社員への登用やプロジェクトリーダー等への昇進）に寄与することを目的に６次産業化・販路拡大等の職域を創り出し、新
しい雇用の場（職域）・地域づくりに取り組み、その知見を地域に波及する仕組みづくりを行う。

各県・市町村においてはそれぞれ女性の就労支援事業などの取り組みがなされている。また、フードビジネスの振興も行われているものの、コンサルティング会社に委託することが多く、諸政策が所
期の目的を果たしていない事例が散見される。また産業構造を加味して民間企業に助成就労機会を創り出すことには至っていない。



(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 132/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 124/200字

Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

１次２次産業の高付加価値化に取り組んできたが、地域でそれを支える人的資源の枯渇が顕在化している。行政委託事業として「正社員化プログラム」などに取り組んできたが、マッチング、参加者
へのセミナーに留まり、地域企業の新しい取り組みと併せての取り組みが必要だと考えている。

本事業は女性の雇用促進と産業振興、まちづくりと横断的な内容であるため、重要な内容であるにも関わらず、包括的に行われていない。そこで職域創造による雇用促進と地域産業の高付加価値化
の事業づくりを同時に行うことが可能な休眠預金等交付金の活用を希望したい。

事業終了後5年後に北部九州地域において女性のリスキリング等就労支援、企業による新しい収益事業、職域の創設と就労環境整備により女性のニーズに沿った就業先が確保され、困難な状況・不安
定な働き方を余儀なくされる女性が減少する。地域企業においては、多様な人材確保及び新領域事業展開が着実に動き出している。地域の女性と企業の取り組みを両輪として当該地域社会における
困難を抱える方への支援と地域社会の活力の向上を図る。

(2)-1 短期アウトカム（資金支援） モニタリング
シングルマザーや弱い立場の女性のやりがいと経済的自立に
つながる

実行団体の女性の就業者数、プロジェクトリー
ダー等への抜擢数
女性のキャリア支援セミナー等受講者の数

雇用されていない
女性が少ない、収入が低い（男
性優位）

新規雇用数・正規雇用等への
キャリアアップ数
受講ジャンルのスキルアップ

女性の働きやすい環境整備（子育て、介護、病気対応等）
で女性の働き方や企業意識が変化する

多様性を踏まえた人材確保の中長期目標の策定
環境改善の内容
アンケート調査結果
意識改革のためのセミナー等の参加回数・人数

一部経営者層の理解はあるもの
の、企業内で意識が醸成されて
いない

女性の雇用環境向上がなされて
いる

女性雇用環境整備に繋げるための女性の感性を活かした新商
品・サービスの開発

中長期戦略の策定
新規開発やリニューアルした商品の数
新規新規・改善サービス開発の数

中長期的な戦略がない
魅力的な商品・サービスが無
い。（または改善が必要）

付加価値の高い新商品やリ
ニューアル商品・サービス等が
生まれている。

雇用（キャリアアップ）された女性の感性を活かした活躍
により、販路拡大や業績アップにつながる。

視察や商談会への参加・試食調査等実施の回数
販路開拓先の数

収益が低い、販路に限界がきて
いる。

取引先増やエリア拡大
既存顧客との取引量増



(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援） 100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

200字
81/200字

61/200字

129/200字

83/200字

0/200字

モニタリング
支援を受けて社会参画の第一歩の段階を踏み出す女性が増
える

実行団体の女性の就業者数、プロジェクトリー
ダー等への抜擢数
女性のキャリア支援セミナー等受講者の数

実行団体に女性が雇用されてい
ない・少ない。
収入が低い（男性優位）

実行団体の新規雇用数・正規雇
用等へのキャリアアップ数
受講ジャンルのスキルアップ

企業への啓発セミナー、企業研修で企業の気づき、意識の
変革をもたらす

セミナーの実施回数および参加者数
参加者へのアンケート調査

一部経営者層の理解はあるもの
の、企業内で意識が醸成されて
いない

実行団体の女性の雇用環境向上
がなされている件数
職場環境の多様性確保について
の理解が進んでいる

新商品・サービスの開発支援により、実行団体の活動を継
続させる。

新規開発やリニューアルした商品の数
新規新規・改善サービス開発の数
販路開拓に係る支援の数

実行団体に魅力的な商品・サー
ビスが無い。（または改善が必
要）
販路が確保されていない

実行団体で新商品やリニューア
ル商品・サービス等が生まれ、
一定の販路が確保されている。

地域の1次2次産業の高付加価値化を実現する。 実行団体の取引エリア増やエリア拡大
実行団体の業績アップ

実行団体の収益が低い、販路に
限界がきている。

取引先の取引先増やエリア拡大
既存顧客との取引量増

(3)-1 活動：資金支援 時期
女性をリーダーとするチームの創設、女性雇用の促進による新たな職域の確保
社内女性をリーダとする活躍の場をつくり、または新たにリーダーとなる女性を１名以上雇用する。

2024年7月～2025年3月

多様性を踏まえた労働環境の整備
必要に応じ、時短勤務やオンライン就業などの就業規則改定の検討、そのた規定等の整備を進める。

2024年7月～2025年3月

需要を喚起するための６次産業化、商品化、広報・広告・販促、輸出事業、観光事業等新たな商品、サービスの創出のための戦略策定および実施
高付加価値な商品・サービスを生み出すための商品等の開発、先進地視察、商談会への参加等を積極的に行い活動継続のための収益を得る。

2024年7月～2027年2月

持続可能な収益を確保するための広報戦略の策定および実施
女性の感性を活かした、生活の実感を伴うSNSによる情報発信、広報活動を行い、商品・サービスの販売促進につなげる

2025年7月～2027年3月



200字
175/200字

154/200字

121/200字

139/200字

114/200字

80/200字

117/200字

0/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

128/200字

163/200字

Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

186/400字

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援 時期
実行団体の公募（公募説明会、事業計画の書き方相談会開催、個別相談会開催、外部有識者による審査会、採択後のオリエンテーション）
公募説明会３回、申請書の作成に関する相談会２回、個別相談を可能な限り対応し、申請内容の高度化を図る。審査においては、人材育成、流通経済の専門家等を招集し開催し採択する。採択
後のオリエンテーションは集合研修及び現地で実施予定。

2024年3月～6月

女性と企業とのマッチング機会の提供、女性向けのリスキリング、地域就労に係る研修会の開催
これまでの実績を活かし、当社及び必要に応じて人材派遣会社等との協働によるマッチング会等雇用機会の提供を行う。女性向けのリスキニング研修、地域就労に係る研修会は行政等関係者に
も解放し、女性雇用核に向けた実務的な内容とする。

2024年度2025年度を中心に実施

実行団体向け（地域企業向け）人材確保と職場環境づくりに関する勉強会の開催
当社及び人材派遣会社等との協働により、人材確保につながる勉強会を提供する。当社総務部等に蓄積された時短勤務等の導入に関するスキーム等を提供し、スムーズな社内運用を促す。

2024年度2025年度を中心に実施

付加価値の高い6次産業化による商品、販路づくりのためのノウハウ移転のためのセミナー、勉強会、広報戦略策定、商談会の開催
材料から付加価値の高い商品開発、販路づくりを目指して、目指す地域・市場の最新情報の提供、視察会の提供、広報戦略策定、実稼働に繋がる商談会開催などの支援を行う。

2024年7月～2027年2月

商材、販路確保のためのマッチング（輸出業者、マーケティング専門家、商談会等運営会社、機材メーカー、製作会社等）機会の創出
実行団体独自の販売促進活動を行うに当たって、必要な関係企業、団体等の紹介等により活動実施のサポートを行う。

2024年7月～2027年2月

公式SNSの作成・情報発信（公募情報や事例の公開等）
当事業による活動を適宜SNS等で発信し、取り組みを模索している地域・企業に提供し、適切な情報公開に努める。

2024年3月～2027年3月

組織基盤強化、ガバナンス・コンプライアンス体制整備のための集合研修及び個別支援
助成金事業に必要なガバナンス・コンプライアンス体制整備に係る集合研修を専門家招聘の上行う。また個別に当社本社総務部門や必要に応じて専門家の派遣などを行う。

2027年3月迄

広報戦略
当社は広告代理店であり、食料産業としてのリーディングカンパニーである全農グループである強みを活かして、地域のフードビジネス事業者とのネッ
トワークを持っている。併せてプレスリリース、公式SNSの作成・情報配信、関係団体等への個別案内、公募説明会の開催を行う。

連携・対話戦略

行政との連携実績に加え、近年は地域企業・団体と協働して人材教育、人材マッチング、セミナー等の開催実績がある。
また地域産品の商品化や６次産業化については行政委託事業、民間委託事業業等での連携実績を有している。務管轄である九州沖縄の300を超える農
業・食料関連企業及び団体との取引もあり、ニーズを把握した実施をできる体制がある。

資金分配団体

本事業を通じて、就労を希望する女性と労働力を確保したい地域企業とのマッチング、人材育成、また新たな商品開発のスキルを高め、今後のサービ
ス展開に活かしていくことができる。当事業事業終了後は、特に食料産業における政策提言に繋げられるよう情報を整理し、類似事業や他の一次産業
の課題解決のためグループ企業と連携した支援について検討を進め、継続した支援となるよう事業化を進めていく。



148/400字

Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 148/800字

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 420/800字

Ⅷ.実行団体の募集

95/200字

42/200字

148/200字

３団体

(2)実行団体のイメージ

女性の活躍と付加価値の高い商品開発による職域創設に積極的な地域の中堅食料産業事業者をメインに法人格を有することを前提として生産者グループや飲食店も事業
趣旨に沿った内容であれば申請可能とする。

(3)1実行団体当り助成金額
２団体3,500万円、1団体5,000万円
申請事業内容に応じて団体間の調整を行う。

(4)案件発掘の工夫

当支店は九州沖縄を業務エリアとしており、常時300を超える農業経営、企業・団体との取引がある。プレスリリースやそれらの団体等に対し個別で案内するとともに
SNS等当社媒体による広報も行う。対象地域市町村への案内、公募説明会、事業計画書き方相談会等を通じて案件発掘及び申請書内容の高位平準化を目指す。

実行団体

新商品の開発や販路確保については、資金繰り、担当スタッフの不在があり取り組めていなかった。本事業の活用により、女性の就労環境を改善する
ことにより、必要なスタッフを確保し、課題の洗い出しや魅力的な商品開発による新たな販売ルートの開拓等により、単価・生産量（収入）アップを
図り、地域の活性化につなぐ。

助成金事業実務経験のある担当者（福岡県関連団体にて助成金分配及び伴走支援の実績）を配置し、外部から休眠預金等活用事業における助成金分配及び伴走支援実績を持つ人材（緊急枠１，通常
枠３事業）をアドバイザーとして招聘し、定期的に事業推進に係る勉強会、意見交換会を開催するなど事業推進に万全の体制を取る。

福岡県を含む複数自治体より「正社員化プログラム」及びそれに類似する事業を受託。ブランド化、商品化、認知度アップ等に係る事業の受託。
特に近年においては民間企業・団体との連携体制を構築し、当社単体では解決が難しい就労支援等の課題にも挑戦している。
①就労支援事業：福岡県の「正社員チャレンジプログラム」をはじめ類似する事業を受託。また、食農体験やセミナー・研修の企画・運営の中で、就農希望者のヒアリングから行政・団体・農業法
人等の窓口への紹介等をおこなっている。
②連携・マッチング：就労支援事業では地元人材企業との協働実施。セミナー・研修・商品開発では各分野の専門家や視察に係る旅行業者をはじめJA（生産者）加工業者・機械メーカー等と連携。
輸出販路拡大ではニーズ調査、パッケージ作成・テスト販売・広報、効果検証、分析、オンライン事業報告会までの一連の企画・運営も実施。
③伴走支援：各種研修の事務局やＪＡ等が主催する全国大会事務局等を担当。

(1)採択予定実行団体数



Ⅸ.事業実施体制
215/200字

84/200字

(3)コンソーシアム利用有無 なし

(1)事業実施体制、メンバー
構成と各メンバーの役割

ＰＯ岩崎（県外郭団体での助成事業事務局経験あり。国産農林水産物ＰＲ事業の企画・運営、）
ＰＯ補助　吉岡（農業団体等のＨＰ作成・ＳＮＳ広報等）
本社総務より助成就労に係る知見、時短労働に係る就業規則作成などのアドバイスを得る。
事業推進補助　助成金事業専門家（休眠預金事業含む助成金事業に精通）1名
外部協力組織：人財育成・キャリアコンサルティング、マッチング企業、各種専門家、各種制作会社・デザイナー、メディア・インフルエンサー等

(2)ガバナンス・
コンプライアンス体制

当社は変化するニーズと社会情勢に対応する執行体制を取っている。役員に弁護士を配置するなどガバナンス・コンプライアンスを重視しており、事業執行を適切に行
えると考えている。



資金計画書 バージョン
（契約締結・更新回数）

1

資金分配団体
2024/2/1 2027/3/31

事業名
団体名
事業名
団体名

プログラムオフィサー関連経費
評価関連経費

合計 179,335,000

資金分配団体

実行団体

13,035,000
資金分配団体用 7,035,000
実行団体用 6,000,000

実行団体への助成 120,000,000
管理的経費 21,149,000

25,151,000

助成金

事業費 141,149,000

申請団体
事業期間

株式会社全農ビジネスサポート

～



資金計画書資料　①助成概要

1. 事業費 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

1,391,000 66,646,000 36,556,000 36,556,000 141,149,000
60,000,000 30,000,000 30,000,000 120,000,000

1,391,000 6,646,000 6,556,000 6,556,000 21,149,000

2. プログラム・オフィサー関連経費 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

1,229,000 7,974,000 7,974,000 7,974,000 25,151,000
830,000 4,980,000 4,980,000 4,980,000 15,770,000
399,000 2,994,000 2,994,000 2,994,000 9,381,000

3. 評価関連経費 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

240,000 4,425,000 4,225,000 4,145,000 13,035,000
240,000 2,425,000 2,225,000 2,145,000 7,035,000

2,000,000 2,000,000 2,000,000 6,000,000

4. 合計 [円]
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 合計

2,860,000 79,045,000 48,755,000 48,675,000 179,335,000

評価関連経費 (C)
資金分配団体用
実行団体用

助成金計(A+B+C)

プログラム・オフィサー関連経費 (B)
プログラム・オフィサー人件費等
その他経費

事業費 (A)
実行団体への助成
－
管理的経費



資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 99.9% FALSE

【参考】年度別の助成金による補助率(A/(A+D))
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

補助率 100% 100% 100% 100%
0 200,000 0 0

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

年度 予定額[円] 調達方法 調達確度
2024年度 200,000 自己資金 C:調整中

自己資金・民間資金
合計 (D)

助成金による補助率
(A/(A+D))

特例申請対象

200,000
特例申請について
事業費のうち自己資金・民間資金による負担を20%未満とすることを申請する場合は「自己資金に関する申請書」に理由等を明示してください。
特例申請が認められた場合でも、複数年度の事業では、最終年度の補助率は 80％以下とします。

説明（調達元、使途等）













役員名簿

番号 入力確認欄 氏名ｶﾅ 氏名漢字 和暦 団体名 役職名 郵便番号 住所

1 OK ｸﾎﾞﾀ ﾊﾙﾐ 久保田 治己 株式会社全農ビジネスサポート 代表取締役社長

2 OK ｵﾊﾞﾀ ﾄｼﾔ 小畑 俊哉 株式会社全農ビジネスサポート 常務取締役

3 OK ﾀｼﾞﾏ ﾕﾀｶ 田島 裕 株式会社全農ビジネスサポート 常務取締役

4 OK ｼﾗﾌﾀ ｱｷﾄ 白蓋 昭人 株式会社全農ビジネスサポート 常務取締役

5 OK ﾏｴﾀﾞ ﾄｵﾙ 前田 徹 株式会社全農ビジネスサポート 常務取締役

6 OK ﾌｸﾀｶ ﾅｵｷ 福高 直樹 株式会社全農ビジネスサポート 常務取締役

7 OK ｼﾓｼﾞﾂﾄﾑ 下地 勉 株式会社全農ビジネスサポート 取締役

8 OK ﾋﾗｷ ｺｳｲﾁ 平木 浩一 株式会社全農ビジネスサポート 取締役

9 OK ｳｽﾀﾞ ﾄｼﾛｳ 臼田 俊朗 株式会社全農ビジネスサポート 常勤監査役

10 OK ﾔﾏｸﾞﾁ ﾌﾐﾉﾘ 山口 文経 株式会社全農ビジネスサポート 監査役

11 OK ｻｶﾓﾄ ｷﾖｼ 阪本 清 株式会社全農ビジネスサポート 監査役

12 OK ﾑﾄｳ ﾀｶｼｹﾞ 武藤 隆繁 株式会社全農ビジネスサポート 執行役員

13 OK ｶｼﾞﾀ ﾔｽﾋｻ 梶田 泰久 株式会社全農ビジネスサポート 執行役員

14 OK ｶﾀｷﾞﾘ ﾋﾃﾞｷ 片桐 秀樹 株式会社全農ビジネスサポート 執行役員

15 OK ﾐﾂﾀﾞ ﾖｳｲﾁ 満田 庸一 株式会社全農ビジネスサポート 会計監査人

16 check!

17 check!

18 check!

19 check!

20 check!

21 check!

22 check!

23 check!

24 check!

25 check!

26 check!

◉記載例（番号1〜3）は削除のうえ番号1より入力してください。
◉名簿には登記簿上の「役員に関する事項」に記載されている方すべて を入力してください。NPO法人の場合は、代表理事、理事、監事をすべて記載
してください。
◉氏名欄に記入する氏名は戸籍上の氏名で入力してください。
◉備考欄には他の団体等との兼職関係（兼職先名称、兼職先での役割等）を記載してください。
◉提出の際はPDF等に変換せずExcel形式のまま提出してください。要件を満たしていない場合は、再提出を求める場合があります。

［各欄の入力方法と注意点］
・入力確認欄に「check!」が表示されているときは、和暦と生年月日の組み合わせをもう一度確認してください。
・役員名簿の枠が足りない場合は、適宜追加してください。
・氏名カナ欄は「半角」で入力、姓と名の間も半角で１マス空けてください。
・氏名漢字欄は「全角」で入力、姓と名の間も全角で１マス空けてください。
・外国人の場合は、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読み、氏名漢字欄にはアルファベット（全角）を入力してください。
・生年月日欄は、大正は T、昭和は S、平成は Hを半角で入力し、年欄は数字２桁半角としてください。なお、明治45年は7月30日まで、大正15年
は12月25日まで、昭和64年は1月7日までとなります。
・性別欄には「半角」で男性は M、女性は Fで入力してください。



27 check!

28 check!

29 check!

30 check!

31 check!

32 check!



2023/11/2

※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 女性キャリア形成によるキラキラ職域・地域づくり事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 株式会社全農ビジネスサポート

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規程
類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１０条

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１０条

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１１条

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１３条

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第１５条

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第２２条

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第２３条

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第２４条

公募申請時に提出 共－Ⅰ－０１定款 第２７条

内定後1週間以内に提
出

. . .

理事の職務権限規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ 監査役の監査に関する規程 . . .

監事監査規程
内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

定款

（２）取締役の構成
「他の同一の団体の取締役である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある取締役の合計数が、取締
役の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

【参考】JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担
が規定されていること

監査役の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監査役を設置していない場合は、株主総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

（１）役員（置いている場合にのみ）の報酬の額 役員及び評議員の報酬
等並びに費用に関する
規程（２）報酬の支払い方法

　規程類必須項目確認書（株式会社）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、株式会社を想定したものです。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

規程類に含める必須項目

⚫ 株主総会の運営に関する規程

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

⚫ 取締役の構成に関する規程　※取締役会を設置していない場合は不要です。

⚫ 取締役の職務権限に関する規程

⚫ 役員の報酬等に関する規程

（１）開催時期・頻度

（１）取締役の構成
「各取締役について、当該取締役及びその配偶者又は３親等内の親族等である取締役の合計数が、取締役
の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 取締役会の運営に関する規程　※取締役会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「取締役会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する取締役を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出
共－Ⅳ－０９ 反社会的勢力への対応基本方
針

全項

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出
共－Ⅳ－０５ 個人情報保護に関する基本方
針

全項

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 経理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

（４）緊急事態対応の手順

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

以下の１.～３.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、キャッシュフロー計算書
３. 取締役会、株主総会の議事録（休眠預金活用事業に係る部分）

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、役職員、その他の事業協力団体の関係者に対し、特別の利益を与えないもの
である」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に関
する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止

⚫ 職員の給与等に関する規程
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定    款 

 

改定 ２０２３年６月３０日 

 

 

第１章 総 則 

 

（商 号） 

第１条 当会社は、株式会社全農ビジネスサポートと称する。 

 

（目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

（１）情報システムに関する開発・保守・運用業務 

（２）情報処理機器・ソフトウエア・通信回線等の販売・斡旋・賃貸借および保守 

（３）情報システムに関する調査・研究・分析・教育研修およびコンサルティング 

（４）不動産の売買、賃貸借、仲介およびコンサルティング 

（５）舎宅等福利厚生施設の管理、運営の受託 

（６）ビル等の設備の保全・保守管理、駐車場管理等ビル管理全般 

（７）建築物の清掃、殺虫・殺そ、消毒、緑化、産業廃棄物の収集運搬および処分 

  等の環境整備請負、クリーニング所（取次） 

（８）建築工事の請負および住宅の建設･販売 

（９）建築工事の企画、調査、設計および工事管理 

（10）貨物荷捌、家畜、家きんの飼育管理、耕作等の作業請負、事務処理の受託・ 

  代行 

（11）損害保険代理業、自動車損害賠償保障法にもとづく保険代理業および生命保 

  険募集業 

（12）農業協同組合法 (昭和 22 年法律第 132 号) にもとづく共済代理店業 

（13）紙袋、その他包装容器、包装資材の販売、賃貸 

（14）印刷、出版および総合広告代理店業ならびに関連資材の販売 

（15）種苗、飼料、肥料、石油類および関連商品等の売買および加工業 

（16）飲食店業、料理店業 

（17）米穀、農畜産物その他一般食料品の販売 

（18）切手・収入印紙、商品券、事務用品、日用品、煙草、記念品等の販売 

（19）古物売買業 

（20）電気製品、オフィス什器、自動車その他の耐久資材の販売 

（21）葬祭に関する情報の提供、仲介斡旋ならびに仏壇、墓石および葬具の売買 
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（22）健康管理支援業務 

（23）酒類の販売 

（24）前各号に付帯関連する一切の業務 

 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を東京都文京区に置く。 

 

（公告方法） 

第４条 当会社の公告は、官報に掲載する方法によりおこなう。 

 

（機 関） 

第５条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査役 

（３）会計監査人 

 

第２章 株 式 

 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、100,000 株とする。 

 

（株式の譲渡制限） 

第７条 当会社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受けなければな 

 らない。 

 

（株式取扱規定） 

第８条 当会社の株主名簿への記載または記録、その他株式に関する取扱いおよび手 

 数料は、法令または定款に定めるもののほか、取締役会において定める株式取扱規 

 定による。 

 

（基準日） 

第９条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権 

 を有する株主をもって、その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使す 

 ることができる株主とする。 

 

第３章 株主総会 

 

（招 集） 

第１０条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度終了後３か月以内に招集し、臨時株 
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 主総会は必要がある場合に招集する。 

２ 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって、取 

 締役社長が招集する。 

３ 取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、 

 他の取締役が招集する。 

 

（招集手続） 

第１１条 株主総会を招集するには、法令に別段の定めがある場合を除き、開催の日 

 時と場所、目的事項を取締役会で決議後、株主総会の日の１週間前までに、議決権 

 を行使することができる株主に対して招集通知を発するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、株主総会は、その総会において議決権を行使すること 

 ができる株主の全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく開催すること 

 ができる。 

 

（議 長） 

第１２条 株主総会は、取締役社長が議長となる。 

２ 取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序 

 により、他の取締役が議長となる。 

 

（株主総会の成立・決議の方法） 

第１３条 株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、議決 

 権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、出席した 

 当該株主の議決権の過半数をもっておこなう。 

２ 取締役または株主が株主総会の目的である事項について提案をした場合におい 

 て、当該提案につき株主（当該事項について議決権を行使することができるものに 

 限る。）の全員が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該 

 提案を可決する旨の株主総会の決議があったものとみなす。 

 

（議決権の代理行使） 

第１４条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主を代理人として、議決権を行使 

 することができる。 

２ 前項の場合には、株主または代理人は代理権を証明する書面を、株主総会ごとに 

 当会社に提出しなければならない。 

 

（議事録） 

第１５条 株主総会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令に 

 定める事項は、議事録に記載または記録し、議長、出席した取締役および監査役が 

 これに記名押印または電子署名する。 
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第４章 取締役および取締役会 

 

（取締役の員数） 

第１６条 当会社の取締役は３名以上１２名以内とする。 

 

（取締役の選任） 

第１７条 取締役は、株主総会の決議によって選任する。 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有 

 する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう。 

３ 取締役の選任決議については累積投票によらないものとする。 

 

（取締役の任期） 

第１８条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに 

 関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 補欠または増員のため選任した取締役の任期は、他の在任する取締役の任期の満 

 了する時までとする。 

 

（取締役の報酬等） 

第１９条 取締役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。 

 

（取締役会の設置） 

第２０条 取締役会は、すべての取締役をもって組織する。 

２ 取締役会は、法令または定款に定める事項の他、経営上の業務執行の基本事項に 

 ついて決定し、取締役の業務の執行を監督する。 

 

（代表取締役および役付取締役） 

第２１条 代表取締役は、取締役会の決議によって選定する。 

２ 代表取締役は会社を代表し、会社の業務を執行する。 

３ 取締役会は、その決議によって、取締役社長１名を選定し、また必要に応じて取 

 締役副社長および専務取締役、常務取締役各若干名を選定することができる。 

 

（取締役会の招集権者および議長） 

第２２条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集し、 

 議長となる。 

２ 取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会で定めた順序により、他の 

 取締役が招集し、議長となる。 

 

（取締役会の招集通知） 

第２３条 取締役会を招集するには、会日、場所および議題を掲げて、各取締 
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 役および監査役に対し、会日の２日前までにその通知を発する。ただし、緊急の 

 必要ある場合はこれを短縮することができる。 

 

（取締役会の決議の方法） 

第２４条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、 

 その過半数をもっておこなう。 

 

（取締役会の決議の省略） 

第２５条 前条の規定にかかわらず、取締役会の決議事項の提案について、議決権を 

 行使することができる取締役の全員が、書面または電磁的記録により、その提案に 

 同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の取締役会の決議があったも 

 のとみなす。ただし、監査役が当該提案について異議を述べたときはこの限りでは 

 ない。 

 

（取締役会規定） 

第２６条 取締役会に関する事項は、法令または定款に定めるもののほか、取締役会 

 において定める取締役会規定による。 

 

（取締役会議事録） 

第２７条 取締役会における議事の経過の要領およびその結果ならびにその他法令で 

 定める事項は、議事録に記載または記録し、出席した取締役および監査役がこれに 

 記名押印または電子署名する。 

 

第５章 監査役 

 

（監査役の員数） 

第２８条 当会社の監査役は、３名以上とする。 

 

（監査役の選任） 

第２９条 監査役は、株主総会の決議によって選任する。 

２ 監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有 

 する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう。 

 

（監査役の任期） 

第３０条 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに 

 関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 補欠のため選任した監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時までと 

 する。 
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（監査役の報酬等） 

第３１条 監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。 

 

（監査役の権限） 

第３２条 監査役に関する事項は、法令または定款に定めるもののほか、監査役の定 

 める監査役監査規定による。 

 

第６章 会計監査人 

 

（会計監査人の選任） 

第３３条 会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。 

２ 会計監査人の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数 

 を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもっておこなう。 

 

（会計監査人の任期） 

第３４条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のも 

 のに関する定時株主総会終結の時までとする。 

２ 会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がなされなかったとき 

 は、当該定時株主総会において再任されたものとみなす。 

 

（会計監査人の報酬等） 

第３５条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が定める。 

２ 代表取締役は、会計監査人の報酬等を定める場合には、監査役の過半数の同意を 

 得なければならない。 

 

第７章 計 算 

 

（事業年度） 

第３６条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（剰余金の配当） 

第３７条 当会社は、剰余金の配当をおこなう場合は、株主総会で都度決議する。 

 

（剰余金の配当基準日） 

第３８条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載または記録された株主 

 または登録株式質権者に対し、金銭による剰余金の配当（以下「配当金」とい 

 う。）を支払う。 

 

（剰余金の配当の除斥期間） 
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第３９条 配当金が、支払開始の日から満３年を経過しても受領されないときは、当 

 会社はその支払義務を免れる。 

２ 未払いの配当金には利息をつけない。 

 

付 則（抄） 

 

（施行期日） 

１．この定款の変更は、２０２３年６月３０日から施行する。 

 

（改定履歴） 

制定 昭和 35 年８月 25 日 

改定 昭和 43 年 12 月 27 日 

改定 昭和 44 年９月 29 日 

改定 昭和 44 年 12 月 19 日 

改定 昭和 46 年９月 29 日 

改定 昭和 48 年３月 27 日 

改定 昭和 50 年９月 29 日 

改定 昭和 51 年 11 月 26 日 

改定 昭和 56 年８月１日 

改定 昭和 58 年９月 27 日 

改定 昭和 59 年３月 29 日 

改定 昭和 63 年９月 27 日 

改定 平成 ２年 10 月 23 日 

改定 平成 ３年 10 月 22 日 

改定 平成 ７年 10 月 26 日 

改定 平成 ８年３月１日 

改定 平成 13 年 11 月１日 

改定 平成 14 年 10 月 24 日 

改定 平成 17 年４月１日 

改定 平成 18 年７月１日 

改定 平成 20 年１月 31 日 

改定 平成 20 年６月 27 日 

改定 平成 24 年 12 月 19 日 

改定 平成 27 年６月 29 日 

改定 平成 28 年６月 28 日 

改定 平成 29 年６月 29 日 

改定 平成 2019 年８月 26 日 

改定 平成 2020 年 11 月 24 日 
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個人情報保護に関する基本方針 
 

改定 ２０２２年 ４月 １日 

 

当社は、さまざまな事業活動のなかで、お取引先等みなさまの個人情報を正しく取扱うことが社

会的責務であると認識し、以下の方針を遵守します。 

 

１．法令等の遵守 

個人情報を適正に取扱うために、「個人情報の保護に関する法律」（以下「保護法」という）、そ

の他個人情報の保護に関する諸法令および個人情報保護委員会のガイドライン等に定められた

義務を誠実に遵守します。 

また、特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律」（以下「マイナンバー法」という）その他、特定個人情報の適正な取

扱いに関する関係諸法令およびガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。 

 

○個人情報とは、保護法に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別できる

ものをいいます。 

○特定個人情報とは、マイナンバー法に規定する個人番号をその内容に含む個人情報をいいま

す。 

 

２．利用目的 

個人情報（特定個人情報を除く）は、利用目的をできる限り特定し、あらかじめ本人の同意を

得た場合、および法令により例外として扱われる場合を除き、その利用目的の範囲内で取扱い

ます。 

特定個人情報は、利用目的を特定し、本人の同意の有無に関わらず、利用目的の範囲を超えた

利用はしません。 

○本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいいます。 

 

 

３．個人情報の適正な取得と利用目的の通知等 

個人情報の取得および利用目的の通知等は、適正かつ適法な手段で行ないます。 

 

４．第三者提供の制限 

法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ることなく、個

人情報（特定個人情報を除く）を第三者に提供しません。 

また、マイナンバー法により例外として扱われるべき場合を除き、本人の同意の有無に関わ

らず、特定個人情報を第三者に提供しません。 
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５．安全管理措置 

取扱う個人情報を利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努め、また、安全管理のた

めに必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。 

 

６．保有個人データの開示等 

  本人からの、保有個人データの利用目的の通知、開示、内容の訂正・追加・削除、利用の停止、

消去の求めに対し、法令に基づき対応します。 

 

○保有個人データとは、保護法に定める当社が開示等を行う権限を有する個人データであって、

政令で定めるもの以外のものをいいます。 

 

７．苦情の処理 

  取扱う個人情報に関する苦情に対し、適切かつ迅速に対応します。 

 

８．取扱・管理の改善 

個人情報の取扱いおよび管理に関する内部監査を計画的に実施し、改善につとめます。 

 

以 上 

（改定履歴） 

制定 平成１９年 ４月 １日 

改定 平成２０年 ４月 １日 

改定 平成２３年 ２月 １日 

改定 平成２６年 ４月 １日 

改定 平成２７年１２月 １日 

改定 平成２９年 ５月３０日 
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反社会的勢力への対応基本方針

制定平成 23 年 12 月 12 日

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、以下のとおり、

確固たる信念をもって、断固とした姿勢で臨むため、｢反社会的勢力への対応基本方針｣

を定めます。

１．組織としての対応

反社会的勢力に対しては、組織全体としての対応を図るとともに、反社会的勢力に

対する社員の安全を確保します。

２．外部専門機関との連携

平素から、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部の専門機関と緊密な

連携関係を構築します。

３．取引を含めた関係遮断

反社会的勢力とは、取引関係を含めて、一切の関係を遮断します。また、反社会的

勢力による不当要求は拒絶します。

４．有事における民事と刑事の法的対応

反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面からの法的対応を行う

こととし、あらゆる民事上の法的対抗手段を講じるとともに、積極的に被害届を出す

など、刑事事件化も躊躇しません。

５．裏取引や資金提供の禁止

反社会的勢力による不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由とす

るものであっても、事案を隠蔽するための裏取引や資金提供は絶対に行いません。
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(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 東京都
市区町村 文京区
番地等 小石川１丁目１番１号文京ガーデンゲートタワー１０階

団体情報入力シート

団体名 株式会社 全農ビジネスサポート
郵便番号 112-0002

団体種別法人格 株式会社（有限会社を含む） 資金分配団体

設立年月日 1960/09/01
法人格取得年月日

電話番号 092-718-8055

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://www.z-bs.co.jp/index.html

その他のWEBサイト
(SNS等)

代表者(1) 氏名 久保田治己
役職 代表取締役社長

フリガナ ダイヒョウトリシマリヤクシャチョウ クボタハルミ

氏名
役職

役員数［人］ 14

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 8
評議員［人］ 3
監事/監査役・会計参与数［人］ 3

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 0

非常勤職員・従業員数［人］ 0
有給［人］
無給［人］

職員・従業員数［人］ 728
常勤職員・従業員数［人］ 728

有給［人］ 728
無給［人］

事務局体制の備考





(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

番号

対象 申請 左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体名

申請中・申請予定又は採択された
事業名
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